
指定福祉⽤具貸与及び指定介護予防福祉⽤具貸与 運営規程 
 
ʻ (事業の⽬的) 
第１条 (株)ヒロセの介護が運営する福祉⽤具貸与事業所 ヒロセの介護(以下「事業所」と
いう。)が⾏う指定福祉⽤具貸与及び指定介護予防福祉⽤具貸与の事業(以下「事業」という。)
の適正な運営を確保するために⼈員及び管理運営に関する事項を定め、要介護状態⼜は要
⽀援状態にある⾼齢者(以下「利⽤者」という。)に対し、その有する能⼒に応じ⾃⽴した⽇
常⽣活を営むことができるよう指定福祉⽤具貸与及び指定介護予防福祉⽤具貸与(以下「指
定福祉⽤具貸与等」という。)を⾏い、利⽤者の⼼⾝の特性を踏まえ、⽣活の質の確保及び
向上を図るとともに、安⼼して⽇常⽣活が過ごすことができるよう指定福祉⽤具貸与等を
提供することを⽬的とする。 
  

(指定福祉⽤具貸与等の運営⽅針) 
第２条 要介護者等の⼼⾝の特性を踏まえ、その有する能⼒に応じ、⾃⽴した⽇常⽣活を
営むことができるよう、事業を実施するものとする。 
２ 事業の実施に当たっては、関係市町村、指定居宅介護⽀援事業者、指定介護予防⽀援
事業者、地域の保健・医療・福祉サービス提供者等(以下「関係機関」という。)との綿密な
連携を図り、利⽤者の⼼⾝の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえた適切な福祉
⽤具及び介護予防福祉⽤具(以下「福祉⽤具等」という。)選定の援助、調整等を⾏ったうえ
で、福祉⽤具等を貸与し、利⽤者の⽇常⽣活の便宜を図るとともに利⽤者を介護する者の
負担軽減を図るものとする。 
３ 前項のほか、「指定居宅サービスの事業の⼈員、設備及び運営に関する基準(平成１１年
３⽉３１⽇厚⽣省令第３７号)」及び「指定介護予防サービス等の事業の⼈員、設備及び運
営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な⽀援の⽅法に関する基
準(平成１８年３⽉１４⽇厚⽣労働省令第３５号)」の定める内容を遵守し、事業を実施する
ものとする。 
 
 (事業所の名称及び所在地) 
第３条 事業を⾏う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 
１ 名 称 ヒロセの介護 
２ 所在地 新潟市中央区⻄堀前通 5 番町 745 番 1 
 
 (従業者の職種、員数及び職務内容) 
第４条 この事業所における従業者の職種、員数及び職務内容は以下のとおりとする。 
１ 管理者 １⼈ 
  事業所における従業者の管理、指定福祉⽤具貸与等の申込みに係る調整、業務の実施



状況の把握その他事業の管理を⼀元的に⾏うとともに、介護保険法等に規定される指定福
祉⽤具貸与等の事業実施に関し、遵守すべき事項について指揮命令を⾏う。 
２ 福祉⽤具専⾨相談員：常勤換算で 2.0⼈以上 
  指定福祉⽤具貸与等の提供に関し、利⽤者の⼼⾝の状況、希望及びその置かれている
環境を踏まえ、福祉⽤具等が適切に選定され、かつ、使⽤されるよう、専⾨的知識に基づ
き相談に応じるとともに、福祉⽤具等に関する情報提供並びに貸与する福祉⽤具等の点検、
使⽤⽅法の指導及び使⽤状況の確認その他必要な援助を⾏う。 
  
 (営業⽇及び営業時間) 
第５条 営業⽇及び営業時間は次のとおりにする。 
１ 営業⽇は⽉曜⽇から⾦曜⽇までとする。 
２ 営業時間は午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 
 
 (指定福祉⽤具貸与等の提供⽅法及び取扱種⽬) 
第６条 指定福祉⽤具貸与等の提供に当たっては、利⽤者の⼼⾝の状況及びその置かれた
状況等を⼗分勘案し、利⽤者の要介護状態若しくは要⽀援状態の改善等⼜は介護する者の
負担の軽減に資するよう適切に⾏うものとする。 
２ 指定福祉⽤具貸与等の提供に当たっては、常に清潔かつ安全で正常な機能を有する福
祉⽤具等の貸与を⾏うものとする。 
３ 事業所で取り扱う福祉⽤具等の種⽬は次のとおりとする。 
 

(１)  ⾞いす 
(２)  ⾞いす付属品 
(３)  特殊寝台 
(４)  特殊寝台付属品 
(５)  床ずれ防⽌⽤具 
(６)  体位変換器 
(７)  ⼿すり 
(８)  スロープ 
(９)  歩⾏器 
(１０)  歩⾏補助つえ 
(１１)  認知症⽼⼈徘徊感知機器 
(１２)  移動⽤リフト 

 
(使⽤料その他の費⽤の額) 

第７条 指定福祉⽤具貸与等の利⽤料は、「指定居宅サービスに要する費⽤の額の算定に関



する基準(平成１２年２⽉１０⽇厚告第１９号)」及び「指定介護予防サービスに要する費⽤
の額の算定に関する基準(平成１８年３⽉１４⽇厚労告 127 号)」に定める基準に従って事業
所が利⽤者に提⽰する⾦額とし、法定代理受領サービスを提供する場合には、利⽤者から
本⼈負担分の⽀払いを受けるものとする。 
２ 福祉⽤具等の搬⼊に特別な措置を要する場合は、その要する経費について、実費を徴
収するものとする。 
３ サービスの利⽤開始⽉及び終了⽉の利⽤料は、次のとおりとする。 
 

利⽤開始⼜は終了の時期       利⽤料 
利⽤開始⽇が開始⽉の１５⽇以前の場合     １か⽉分の利⽤料の全額 
利⽤開始⽇が開始⽉の１６⽇以降の場合 １か⽉分の利⽤料の半額 
利⽤終了⽇が終了⽉の１５⽇以前の場合 １か⽉分の利⽤料の半額 
利⽤終了⽇が終了⽉の１６⽇以降の場合 １か⽉分の利⽤料の全額 
利⽤開始⽇と終了⽇が同⽉の場合 １か⽉分の利⽤料の全額 
 
４ 事業所には、その取り扱う福祉⽤具等の品名及び品名ごとの利⽤料その他の必要事項
が記載された⽬録等を備え付けるものとする。 
 

(通常の事業の実施地域) 
第８条 通常の事業の実施地域は新潟市、及び新発⽥市とする。 
 

(事業提供にあたっての留意事項) 
第９条 事業の提供に当たっては、利⽤者の意思及び⼈格を尊重し、常に利⽤者の⽴場に
⽴ったサービスの提供に努めるものとする。 
２ 指定福祉⽤具貸与等の提供を⾏う際には、その者の被保険者証により受給資格やその
内容(認定区分、有効期間、介護認定審査会意⾒の内容等)を確認する。 
３ 指定福祉⽤具貸与等の提供を⾏う従業者は、常に社会⼈としての⾒識ある⾏動をし、
従業者としての⾝分を証明する証明書を携帯し、利⽤者及びその家族等から提⽰を求めら
れたときには、これを提⽰する。 
 

(衛⽣管理等) 
第１０条 事業者は、従事者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を⾏うもの
とする。 
２ 事業者は福祉⽤具等を常に清潔な状態で貸与するものとし、回収した福祉⽤具等を、
材質、種類等から判断し、適切な⽅法で消毒を⾏い、未消毒の福祉⽤具等と明確に区分し
て保管するものとする。 



３ 事業者は、事業所内の設備及び備品について、衛⽣的な管理を⾏うものとする。 
４ 事業者は、事業所において感染症が発⽣し、⼜は蔓延しないように、次の各号に掲げ
る措置を講じるものとする。 
(1) 事業所における感染症の予防及び蔓延の防⽌のための対策を検討する委員会（テレビ電
話装置等を活⽤して⾏うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結
果について、従業者に周知徹底を図る。 
(2) 事業所における感染症の予防及び蔓延の防⽌のための指針を整備する。 
(3) 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防⽌のための研修並びに訓練
を定期的に実施する。 
 
（業務継続計画の策定等） 
第１１条 事業者は、感染症や⾮常災害の発⽣時において、利⽤者に対する指定福祉⽤具
貸与等の提供を継続的に実施するための、及び再開するための業務継続計画（BCP）を策
定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。 
２ 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び
訓練を定期的に実施するものとする。 
３ 事業者は、定期的に業務継続計画の⾒直しを⾏い、必要に応じて変更を⾏うものとす
る。 
 
 (事故発⽣時の対応) 
第１２条 事業者は、利⽤者に対する指定福祉⽤具貸与等の提供により事故が発⽣した場
合は、当該利⽤者の家族並びに介護⽀援専⾨員⼜は地域包括⽀援センター及び市町村等に
連絡するとともに、必要な措置を講じなければならない。 
２ 前項の事故については、その状況及び事故に対する処置状況を記録しなければならな
い。 
３ 事業者は、利⽤者に対する指定福祉⽤具貸与等の提供により賠償すべき事故が発⽣し
た場合は、損害賠償を速やかに⾏うものとする。 
 
 (苦情処理等) 
第１３条 事業者は、提供した指定福祉⽤具貸与等に対する利⽤者⼜はその家族からの苦
情に迅速かつ適切に対応するためその窓⼝を設置するものとする。 
２ 前項の苦情を受けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 
３ 事業者は、介護保険法の規程により市町村や国⺠健康保険団体連合会(以下、「市町村等」
という。)が⾏う調査に協⼒するとともに、市町村等から指導⼜は助⾔を受けた場合は、当
該指導⼜は助⾔に従って適切な改善を⾏うものとする。 
４ 事業所は、市町村等から改善報告の求めがあった場合は、改善内容を報告する。 



 
（秘密保持及び個⼈情報の保護） 
第１４条 事業所の従業者は、正当な理由無く、その業務上知り得た利⽤者⼜はその家族
の秘密を漏らしてはならない。この秘密保持義務は、利⽤者との契約終了後も同様とする。 
２ 前項に定める秘密保持義務は、従業者の離職後もその効⼒を有する旨を雇⽤契約書等
に明記する。 
３ 事業所は、サービス担当者会議で利⽤者及びその家族の個⼈情報等の秘密事項を使⽤
する場合は、あらかじめ⽂書により、同意を得ておかなければならない。 
 
（従業者の研修及びハラスメントの防⽌） 
第１５条 事業者は全ての従業者に対し、その資質向上のため、以下のとおり研修機会を
設けるものとする。 

(１) 採⽤時研修 採⽤後３ヶ⽉以内に実施 
(２) 継続研修  年に１回以上実施 

２ 事業者は、適切な指定福祉⽤具貸与等の提供を確保する観点から、職場において⾏わ
れる性的な⾔動⼜は優越的な関係を背景とした⾔動であって業務上必要かつ相当な範囲を
超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防⽌するため、必要な⽅針の明確化
等の措置を講じなければならない。 
 
（虐待の防⽌に関する措置） 
第１６条 事業者は、虐待の発⽣⼜はその再発を防⽌するため、次の各号に掲げる措置を
講ずるものとする。 
(1) 事業所における虐待防⽌のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活⽤して
⾏うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者
に周知徹底を図る。 
(2) 事業所における虐待の防⽌のための指針を整備する。 
(3) 事業所において、従業者に対し、虐待の防⽌のための研修を定期的に実施する。 
(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を配置する。 
 
 (記録の準備) 
第１７条 事業者は、利⽤者に対する指定福祉⽤具貸与等の提供に関する各号に掲げる記
録を整備し、その完結の⽇から 5 年間保存しなければならない。 

(１) 提供した具体的なサービスの内容等の記録 
(２) 福祉⽤具等の消毒の確認状況(※消毒を他事業所に委託している場合) 
(３) 利⽤者に関する市町村への報告等の記録 
(４) 苦情の内容等に関する記録 



(５) 事故の状況及び事故に対する処置状況の記録 
２ 事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備し、その終了した⽇から

５年間保存しなければならない。 
 
   附 則 
 この運営規程は平成２３年４⽉１⽇から施⾏する。 
 令和元年 12⽉ 10⽇ ⼀部修正（第 8条、第 15 条） 
  令和 8年 9⽉ 24 ⽇ ⼀部修正（第 3条） 
 



指定特定福祉⽤具販売及び指定特定介護予防福祉⽤具販売 運営規程 
 

(事業の⽬的) 
第１条 (株)ヒロセの介護が運営する福祉⽤具貸与事業所 ヒロセの介護(以下「事業所」と
いう。)が⾏う指定特定福祉⽤具販売及び指定特定介護予防福祉⽤具販売の事業(以下「事業」
という。)の適正な運営を確保するために⼈員及び管理運営に関する事項を定め、要介護状
態⼜は要⽀援状態にある⾼齢者(以下「利⽤者」という。)に対し、その有する能⼒に応じ⾃
⽴した⽇常⽣活を営むことができるよう指定特定福祉⽤具販売及び指定特定介護予防福祉
⽤具販売(以下「指定特定福祉⽤具販売等」という。)を⾏い、利⽤者の⼼⾝の特性を踏まえ、
⽣活の質の確保及び向上を図るとともに、安⼼して⽇常⽣活が過ごすことができるよう指
定特定福祉⽤具販売等を提供することを⽬的とする。 
  

(指定特定福祉⽤具販売等の運営⽅針) 
第２条 要介護者の⼼⾝の特性を踏まえ、その有する能⼒に応じ、⾃⽴した⽇常⽣活を営
むことができるよう、事業を実施するものとする。 
２ 事業の実施に当たっては、関係市町村、指定居宅介護⽀援事業者、指定介護予防⽀援
事業者、地域の保健・医療・福祉サービス提供者等(以下「関係機関」という。)との綿密な
連携を図り、利⽤者の⼼⾝の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえた適切な特定
福祉⽤具及び特定介護予防福祉⽤具(以下「特定福祉⽤具等」という。)選定の援助、調整等
を⾏ったうえで、特定福祉⽤具等を販売し、利⽤者の⽇常⽣活の便宜を図るとともに利⽤
者を介護する者の負担軽減を図るものとする。 
３ 前項のほか、「指定居宅サービスの事業の⼈員、設備及び運営に関する基準(平成１１年
３⽉３１⽇厚⽣省令第３７号)」及び「指定介護予防サービス等の事業の⼈員、設備及び運
営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な⽀援の⽅法に関する基
準(平成１８年３⽉１４⽇厚⽣労働省令第３５号)」の定める内容を遵守し、事業を実施する
ものとする。 
 
 (事業所の名称及び所在地) 
第３条 事業を⾏う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 
１ 名 称 ヒロセの介護 
２ 所在地 新潟市中央区⻄堀前通 5 番町 745 番 1 
 
 (従業者の職種、員数及び職務内容) 
第４条 この事業所における従業者の職種、員数及び職務内容は以下のとおりとする。 
１ 管理者 １⼈ 
  事業所における従業者の管理、指定特定福祉⽤具販売等の申し込みの係る調整、業務



の実施状況の把握その他事業の管理を⼀元的に⾏うとともに、介護保険法等に規程される
指定特定福祉⽤具販売等の事業実施に関し、遵守すべき事項について指揮命令を⾏う。 
２ 福祉⽤具専⾨相談員：常勤換算で 2.0⼈以上 
  指定特定福祉⽤具販売等の提供に関し、利⽤者の⼼⾝の状況、希望及びその置かれて
いる環境を踏まえ、特定福祉⽤具等が適切に選定され、かつ、使⽤されるよう、専⾨的知
識に基づき相談に応じるとともに、特定福祉⽤具等に関する情報提供並びに特定福祉⽤具
等の点検、使⽤⽅法の指導及び使⽤状況の確認その他必要な援助を⾏う。 
  
 (営業⽇及び営業時間) 
第５条 営業⽇及び営業時間は次のとおりにする。 
１ 営業⽇は⽉曜⽇から⾦曜⽇までとする。 
２ 営業時間は午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 
 
 (指定特定福祉⽤具販売等の提供⽅法及び取扱種⽬) 
第６条 指定特定福祉⽤具販売等の提供に当たっては、利⽤者の⼼⾝の状況及びその置か
れた状況等を⼗分勘案し、利⽤者の要介護状態若しくは要⽀援状態の改善等⼜は介護する
者の負担の軽減に資するよう適切に⾏うものとする。 
２ 指定特定福祉⽤具販売等の提供に当たっては、当該特定福祉⽤具等が適切に選定され、
かつ、使⽤されるよう専⾨的知識に基づいて相談に応じ、⽂書により特定福祉⽤具等の機
能、使⽤⽅法、販売費⽤の額等に関する情報を提供し、個別の特定福祉⽤具等の販売に係
る同意を得るものとする。 
３ 福祉⽤具専⾨相談員は、貸与と販売の選択が可能な福祉⽤具の選定に当たっては、利
⽤者に対し⼗分な説明を⾏い、利⽤者の意思に基づき適切に選択できるよう必要な⽀援を
⾏わなければならない。 
４ 指定特定福祉⽤具販売等の提供に当たっては、販売する特定福祉⽤具等の機能、安全
性、衛⽣状態等に関し必要な点検を⾏うものとする。 
５ 居宅サービス計画⼜は介護予防サービス計画（以下、「居宅サービス計画等」という。）
に指定特定福祉⽤具販売等が位置付けられている場合は、当該計画に特定福祉⽤具等が必
要な理由が記載されるように指定居宅介護⽀援事業者⼜は指定介護予防⽀援事業者との連
携を図るものとする。 
６ 居宅サービス計画等が作成されていない場合は、居宅介護福祉⽤具購⼊費⼜は介護予
防福祉⽤具購⼊費の⽀給の申請に係る特定福祉⽤具等が必要な理由が記載された書類が作
成されていることを確認するものとする。  
７ 福祉⽤具専⾨相談員は、特定福祉⽤具等の販売にあたっては、販売後においても、⽬
標の達成状況の確認及びその後のモニタリングを⾏い、必要に応じて適切な⽀援を⾏わな
ければならない。 



８ 事業所で取り扱う特定福祉⽤具等の種⽬は次のとおりとする。 
 

(１３) 腰掛便座 
(１４) ⾃動排泄処理装置の交換可能部品 
(１５) 排せつ予測⽀援機器 
(１６) ⼊浴補助⽤具 
(１７) 簡易浴槽 
(１８) 移動⽤リフトのつり具の部分 
(１９) 固定式スロープ（選択制対象） 
(２０) 歩⾏器（選択制対象・状態の固定等） 
(２１) 単点杖・多点杖（選択制対象・状態の固定等） 

 
(販売費⽤の額その他の費⽤の額等) 

第７条 指定特定福祉⽤具販売等の額は、事業所内に備え付ける⽬録に記載された額とす
る。 
２ 通常の事業の実施範囲を超えて⾏う事業に要する交通費は、1ｋｍ当たり 12円とする。 
３ 特定福祉⽤具等の搬⼊に特別な措置を要する場合は、その要する経費について、実費
を徴収できるものとする。 
 

(通常の事業の実施地域) 
第８条 通常の事業の実施地域は新潟市、及び新発⽥市とする。 
 

(事業提供にあたっての留意事項) 
第９条 事業の提供に当たっては、利⽤者の意思及び⼈格を尊重し、常に利⽤者の⽴場に
⽴ったサービスの提供に努めるものとする。 
２ 指定特定福祉⽤具販売等の提供を⾏う際には、その者の被保険者証により受給資格や
その内容(認定区分、有効期間、介護認定審査会意⾒の内容等)を確認する。 
３ 指定特定福祉⽤具販売等の提供を⾏う従業者は、常に社会⼈としての⾒識ある⾏動を
し、従業者としての⾝分を証明する証明書を携帯し、利⽤者及びその家族等から提⽰を求
められたときには、これを提⽰する。 
 

(衛⽣管理等) 
第１０条 事業者は、従事者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を⾏うもの
とする。 
２ 事業者は、事業所内の設備及び備品について、衛⽣的な管理を⾏うものとする。 
３ 事業者は、事業所において感染症が発⽣し、⼜は蔓延しないように、次の各号に掲げ



る措置を講じるものとする。 
(1) 事業所における感染症の予防及び蔓延の防⽌のための対策を検討する委員会（テレビ電
話装置等を活⽤して⾏うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結
果について、従業者に周知徹底を図る。 
(2) 事業所における感染症の予防及び蔓延の防⽌のための指針を整備する。 
(3) 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防⽌のための研修並びに訓練
を定期的に実施する。 
 
（業務継続計画の策定等） 
第１１条 事業者は、感染症や⾮常災害の発⽣時において、利⽤者に対する指定特定福祉
⽤具販売等の提供を継続的に実施するための、及び再開するための業務継続計画（BCP）
を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。 
２ 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓
練を定期的に実施するものとする。 
３ 事業者は、定期的に業務継続計画の⾒直しを⾏い、必要に応じて変更を⾏うものとする。 
 
 (事故発⽣時の対応) 
第１２条 事業者は、利⽤者に対する指定特定福祉⽤具販売等の提供により事故が発⽣し
た場合は、当該利⽤者の家族並びに介護⽀援専⾨員⼜は地域包括⽀援センター及び市町村
等に連絡するとともに、必要な措置を講じなければならない。 
２ 前項の事故については、その状況及び事故に対する処置状況を記録しなければならな
い。 
３ 事業者は、利⽤者に対する指定特定福祉⽤具販売等の提供により賠償すべき事故が発
⽣した場合は、損害賠償を速やかに⾏うものとする。 
 
 (苦情処理等) 
第１３条 事業者は、提供した指定特定福祉⽤具販売等に対する利⽤者⼜はその家族から
の苦情に迅速かつ適切に対応するためその窓⼝を設置するものとする。 
２ 前項の苦情を受けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 
３ 事業者は、介護保険法の規程により市町村や国⺠健康保険団体連合会(以下、「市町村等」
という。)が⾏う調査に協⼒するとともに、市町村等から指導⼜は助⾔を受けた場合は、当
該指導⼜は助⾔に従って適切な改善を⾏うものとする。 
４ 事業所は、市町村等から改善報告の求めがあった場合は、改善内容を報告する。 
 
（秘密保持及び個⼈情報の保護） 
第１４条 事業所の従業者は、正当な理由無く、その業務上知り得た利⽤者⼜はその家族



の秘密を漏らしてはならない。この秘密保持義務は、利⽤者との契約終了後も同様とする。 
２ 前項に定める秘密保持義務は、従業者の離職後もその効⼒を有する旨を雇⽤契約書等
に明記する。 
3 事業所は、サービス担当者会議で利⽤者及びその家族の個⼈情報等の秘密事項を使⽤す
る場合は、あらかじめ⽂書により、同意を得ておかなければならない。 
 
（従業者の研修及びハラスメントの防⽌） 
第１５条 事業者は全ての従業者に対し、その資質向上のため、以下のとおり研修機会を
設けるものとする。 

(３) 採⽤時研修 採⽤後３ヶ⽉以内に実施 
(４) 継続研修  年に１回以上実施 

２ 事業者は、適切な指定特定福祉⽤具販売等の提供を確保する観点から、職場において⾏
われる性的な⾔動⼜は優越的な関係を背景とした⾔動であって業務上必要かつ相当な範囲
を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防⽌するため、必要な⽅針の明確
化等の措置を講じなければならない。 
 
（虐待の防⽌に関する措置） 
第１６条 事業者は、虐待の発⽣⼜はその再発を防⽌するため、次の各号に掲げる措置を講
ずるものとする。 
(1) 事業所における虐待防⽌のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活⽤して
⾏うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者
に周知徹底を図る。 
(2) 事業所における虐待の防⽌のための指針を整備する。 
(3) 事業所において、従業者に対し、虐待の防⽌のための研修を定期的に実施する。 
(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を配置する。 
 
 (記録の準備) 
第１７条 事業者は、利⽤者に対する指定特定福祉⽤具販売等の提供に関する各号に掲げ
る記録を整備し、その完結の⽇から５年間保存しなければならない。 

(６) 提供した具体的なサービスの内容等の記録 
(７) 利⽤者に関する市町村への報告等の記録 
(８) 苦情の内容等に関する記録 
(９) 事故の状況及び事故に対する処置状況の記録 

２ 事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備し、その終了した⽇から
５年間保存しなければならない。 

 



   附 則 
 この運営規程は平成２３年４⽉１⽇から施⾏する。 
 令和元年 12⽉ 10⽇ ⼀部修正（第 8条、第 15 条） 
  令和 8年 9⽉ 24 ⽇ ⼀部修正（第 3条） 
 
 
 



(介護予防)福祉⽤具貸与サービス重要事項説明書 

 
（１）当社の概要 
法 ⼈ 名 株式会社 ヒロセの介護 
代 表 者 代表取締役 廣瀬 徳男 
所 在 地 新潟市⻄区善久８２３番地 
電 話 番 号 025-378-1909（代表） 
設 ⽴ 年 ⽉ ⽇ 平成１７年１⽉４⽇ 
資 本 ⾦ 7,000 万円 

事 業 内 容 
居宅介護⽀援事業、訪問介護事業、 
福祉⽤具貸与事業、福祉⽤具販売事業 
※予防給付を含みます。 

 
（２）事業所概要 
事 業 所 名 ヒロセの介護 
所 在 地 新潟市中央区⻄堀前通 5 番町 745 番 1 
電 話 番 号 025-387-3930 
F A X 番 号 025-378-1030 
事 業 者 番 号 １５７０１０９８８２ 
サ ー ビ ス を 
提供する地域 

新潟市 新発⽥市 

損害賠償責任 
保 険 加 ⼊ 先 

あいおいニッセイ同和損保株式会社 

職
員
体
制 

職種 常  勤 ⾮ 常 勤 計 
管理者 １ ⼈ ０ ⼈ １ ⼈ 

専⾨相談員    2  ⼈   ０ ⼈ 2  ⼈ 
職   務   内   容 

管 理 者 

福祉用具専門相談員など従事者等の管理、また(介護予防)福祉用具貸

与のご利用申し込みに係る調整・業務の実施状況の把握、その他の

管理を一元的に行います。 
当事業所の従事者に厚⽣労働省令で定められた指定(介護予防)福祉
⽤具貸与の⼈員基準及び運営に関する基準を遵守させるために必要
な指揮命令を⾏います。 



専 ⾨ 相 談 員 適切な福祉⽤具の選定の援助、取付、調整等を⾏います。 
営 業 ⽇ ⽉、⽕、⽔、⽊、⾦（祝⽇も営業） 
休 業 ⽇ ⼟、⽇ 
営 業 時 間 午前８時３０分から午後５時３０分 
緊急時の 連絡

先 
025-387-3930 

 
（３）事業の⽬的 
 株式会社 ヒロセの介護 が開設する ヒロセの介護（以下「事業所」という。）が

行う指定福祉用具貸与の事業及び指定介護予防福祉用具貸与の事業（以下「事業」とい

う。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の

福祉用具専門相談員が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対して、適正な指定

福祉用具貸与及び指定介護予防福祉用具貸与を提供することを目的と致します。 
 
（４）事業者の運営⽅針 

本事業の運営⽅針は、以下のとおりとする。 
○指定(介護予防)福祉⽤具貸与及び販売は、利⽤者が要介護状態等の軽減もしくは悪
化の防⽌または要介護状態となることの予防並びに利⽤者を介護する者の負担軽
減に資するよう適切に⾏うこと。 

○常に、清潔かつ安全で正常な機能を有する指定(介護予防)福祉⽤具を貸与及び販売
すること。 

○提供する指定(介護予防)福祉⽤具貸与の質の評価を⾏い、常にその改善を図ること。 
  
（５）ご利⽤料⾦について 

サ ー ビ ス 
利 ⽤ 料 

（事業所備え付けのカタログに⽰す料⾦表のとおり） 
介護保険からの給付サービスを利⽤する場合は、ご利⽤者様にご負
担していただく料⾦は保険者から指定された利⽤者負担の割合に応
じます。ただし、介護保険の給付の範囲を超えたサービスの利⽤は
全額ご利⽤者様負担となります。 

加 算 料 ⾦ 
中⼭間地域等の居住者へのサービス提供加算 
（サービス提供地域を除く）・・交通費の１/３相当額の加算となり
ます。 

利 ⽤ 料 ⾦ 
算 定 ⽅ 法 

 
利⽤料⾦の算定は１ヶ⽉単位となりますが、レンタル開始⽉・解約⽉お
よび医療機関への⼊退院等、休⽌期間があった⽉の料⾦は次のとおり算
定させていただきます。 



 
・ レンタル開始およびレンタル再開があった⽉の利⽤料⾦ 

開始（再開）⽇がその⽉の１５⽇以前・・・１ヶ⽉分の全額 
開始（再開）⽇がその⽉の１６⽇以降・・・１ヶ⽉分の半額 
 

・ レンタル終了およびレンタル休⽌があった⽉の利⽤料⾦ 
解約（休⽌）⽇がその⽉の１５⽇以前・・・１ヶ⽉分の半額 
解約（休⽌）⽇がその⽉の１６⽇以降・・・１ヶ⽉分の全額 

 
※ 利⽤開始⽇の同⼀⽉内に解約の場合、1ヶ⽉全額の算定とさせて

いただきます。 
 

※ 区分変更などにより⽉途中で要⽀援から要介護、⼜は要介護から
要⽀援に変更になった際、利⽤を継続する福祉⽤具の算定は、要
⽀援の期間、要介護の期間それぞれを半額として算定させていた
だきます。 

キャンセル料 

ご利⽤者様がサービスの利⽤を中⽌されたい場合は、お⼿数ですが
事前に下記連絡先までご連絡をお願いいたします。 
【連絡先】025-387-3930 
【担当者】吉⽥ 博喜 
ご利⽤者様の都合でサービスを中⽌する場合には、サービスの利⽤
の前⽇までにご連絡ください。当⽇のキャンセルは下記のキャンセ
ル料を申し受けることになりますのでご了承ください。ただし、ご
利⽤者様の容態急変など緊急のやむを得ない事情がある場合のキャ
ンセル料は不要です。 
サービス利⽤⽇前⽇までにご連絡いただいた場合・・無料 
サービス利⽤⽇当⽇あるいは連絡がなかった場合・・負担分の３０％ 

お ⽀ 払 い ⽅ 法 

お⽀払い期⽇ 

サービス提供⽉の翌々⽉２５⽇ 

現⾦払い 
上記の⽀払い期⽇までに、事業所窓⼝までご持参いただきます。 

⼝座振込 
上記のお⽀払い期⽇までに、下記⼝座までお振り込みください。 

【 第四北越銀⾏ ⿊埼⽀店 普通預⾦ 2013443 株式会社 ヒロセの介護 】 



⼝座振替（お引き落とし） 
上記のお⽀払い期⽇に、ご指定の⼝座よりお引き落としさせていただきます。 

⾦融機関休業⽇の場合は翌営業⽇となります。 
 
（６）サービス内容 
○ご利⽤者様、またそのご家族様のより「安⼼」で「快適」な暮らしの実現をサポート

させていただきます。さまざまな介護⽤品を取り揃えております。 
○貸与する福祉⽤具の機能、安全性、衛⽣状態に関し、点検を⾏います。 
○ご利⽤者様等からの要請に応じて貸与した福祉⽤具の使⽤状況を確認し、必要な場合
は使⽤⽅法の指導・修理等を⾏います。  
 
（７）事故発⽣時の対応 
○ 事業者は、ご利⽤者様に対するサービスの提供により事故が発⽣した場合には速
やかにご家族様・介護⽀援専⾨員・市町村等に連絡を⾏うなど必要な措置を講じ
ます。 

○ 事業者は、事故が発⽣した場合はその原因を解明し、再発を防ぐための対策を講
じます。 

○ 事業者は、ご利⽤者様に対するサービス提供により発⽣した事故等により、ご利
⽤者様の⽣命・⾝体・財産等に損害が⽣じた場合は、速やかにその損害を賠償し
ます。ただし、事業者の故意または過失によらない場合は、この限りではありま
せん。 

○ ご利⽤者様の故意または過失による損害につきましては、損害賠償いただく場合
もあります。 

（８）苦情相談窓⼝ 
 事業所が提供するサービスに関する相談や苦情は、下記の窓⼝で受け付けます。 

窓⼝設置場所 連 絡 先 受付時間 

ヒロセの介護 
吉⽥ 博喜 （管理者） 
TEL 025-387-3930 
FAX 025-378-1030 

⽉〜⾦ 
8：30〜17：30 

 
 事業所に対する苦情は次の機関にも申し⽴てることができます。 

苦情受付機関 連 絡 先 受付時間 

新潟市役所 
介護保険課 

新潟市中央区学校町通 1-602-1 
TEL 025-226-1273 

⽉〜⾦ 
8：30〜17：30 

新潟県国⺠健康保険 新潟市中央区新光町 4番地１ ⽉〜⾦ 



団体連合苦情処理窓⼝ TEL 025-285-3022 
FAX 025-285-3305 

9：00〜16：00 

新潟県社会福祉協議会 
福祉サービス運営適正化 

委員会 

新潟市上所 2丁⽬ 2 番地 2 号 
新潟ユニゾンプラザ３階 
TEL 025-285-5609 
FAX 025-281-5610 

⽉〜⾦ 
9：00〜17：00 

 
（９）個⼈情報使⽤の同意について 
   利⽤者およびその家族の個⼈情報については、次に記載するところにより 

必要最⼩限の範囲内で使⽤いたします。 
○使⽤する⽬的 
・サービス担当者会議 
・個別サービス計画作成及びサービス提供を⾏うために必要があるとき 
・主治医及び関係医療機関に対して、利⽤者の医療情報の提供を求めるとき 
・医療上、緊急の必要があるとき・他事業所等への連絡を必要とするとき 
○使⽤に当たっての条件 
・個⼈情報の提供は、上記に記載する⽬的の範囲内で最⼩限に留め、情報提供の際

には関係者以外には決して漏れることのないよう細⼼の注意を払うこととしま
す。 

・事業所は、個⼈情報を使⽤した会議、相⼿⽅、内容について記録しておくことと
します。 

  
 
 
 


